


概要 − 揺れ動いているものは何か？

33年前の秋、中東危機によって原油価格はバレル当た
り3ドルから5ドルへと一夜にして跳ね上がり、3カ月後
には11ドルに達した。夏にはガロン当たりわずか30セン
トだったガソリンの価格は、1ドル20セントまで高騰し
た。当時のニクソン政権は、アラブ産油国による対米原油
禁輸措置を受け、決断力のある行動をとった。すなわち、
サマータイムを延長し、アラスカ横断パイプラインの承認
を得、自動車燃料の基準を策定した。さらには日曜日のガ
ソリン販売を禁止した。

30年後の今、時代は新たなエネルギー危機に直面してい
る。原油価格は再び2倍に高騰、中東各地で多くの問題が
起きている。ただ、危機の背景は、1973年に比べてより
不安定で予測が難しい。

世界のエネルギー市場は地殻変動の最中である。中国とイ
ンドは、強力な消費国であると同時に、抜け目なく市場を
動かし、新たな「力と市場」の関係を体現している。一方
ロシアは、天然資源を中心としたナショナリズムを巻き起
こしつつ、強大な市場影響力を利用して政治的な足固めを
している。

人的資本も大きく移動しつつある。西側諸国のエネルギー
専門家は高齢化して存在感を失い、その穴を旧ソ連諸国と
アジアの専門家が埋めている。原油から核エネルギー、燃
料電池まで、幅広い分野の技術、応用、ノウハウ、人的資
本の中心地が、徐々に米国の外に移っている。

しかし、おそらく最も重要な変化は人知れず水面下で起き
ている。エネルギーをめぐる勢力図の変化だ。依然として
エネルギーを生み出すのはサウジアラビアだが、重心は北
と東に延び、サウジアラビア（S）、カスピ海（C）、シベ
リア（S）、カナダ（C）を結ぶSCSC軸が21世紀の地政
学を動かそうとしている。エネルギーの内容も変化した。
かつては「石油」が勝負を決めていた。それが「石油と天
然ガス」になり、いずれは「天然ガスと石油」となって、
次のパラダイムシフトが起こることになるだろう。

この危機をチャンスとして生かせば、代替エネルギー、環
境保全、持続可能な開発、国際協力などにおいて市場主導
の革新が起きる可能性がある。このような理想像を積極的
に追求しないまま、すでに1世代が経過してしまった今、
もうぐずぐずしている暇はない。世界経済を石油、ガス、
石炭への依存から自立させるには、2世代分の人材開発と
技術開発が必要だ。どのみち最終的に代替エネルギーや再
生可能エネルギーがエネルギーの世界の中心になることは
間違いない。問題は、新しい世界への架け橋として化石燃
料（以下、"hydrocarbons"を『化石燃料』と訳す）を賢
明に使うか、はたまた、1バレル60ドルの時代を懐かし
いと思うような動乱の過渡期を迎えるかである。

このチャンスを逃せば、世界の将来は悲惨な結末が予想さ
れる。1970年代にはアラブ産油国による禁輸が、物価の
安定を崩し、経済成長に歯止めをかけた。確かにひどい出
来事だった。しかし今回は、1バレル60ドル超という価
格の隠れた意味をよく考えないと、経済成長以上のものを
失いかねない。世界政治の調和、地球環境、破滅的な気候
変動、持続可能な開発の将来などが、全てこの均衡にかかっ
ているからだ。人類が世界中全ての人々の基本的要求を満
たせるかどうかも、危機に瀕している。

エネルギーに関する国際協力の将来が不確かな理由の1つ
は、民主化に対する主要国の姿勢が相反することである。
中国とロシアは、民主主義寄りの協議事項に警戒心を抱い
ている。最近では2006年4月末、中国が国連の対スーダ
ン制裁に際して見せた姿勢が、その例である。いわゆる「民
主化プロジェクト」がSCSC軸、すなわち中東から中央ア
ジアに集中しているという事実は、さらなる危険を秘めて
いる。エネルギー供給をめぐる激烈な競争を前にして、民
主主義、自由貿易、グローバル化をどれほど推し進められ
るだろうか。

昔ながらの中東問題も、依然として存在する。それに加え
て、イランの核兵器、イラクの内乱、原理主義過激派の勢
力拡大といった問題もある。これだけでも十分に心配の種
なのに、さらにラテンアメリカでも、ナショナリズムや地
域的な運動が高まっている。
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21世紀最大の課題
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今後の最大の課題は、定義を大幅に拡大した「“Energy 
Security”(エネルギーの安全保障)」という言葉で表現さ
れる。この言葉は、もはや安定供給のみを指してはいない。
政治、環境、インフラ、はてはテロリズムまでを対象とし
た安全保障を意味し、持続可能な開発や気候変動すら包含
している。

21世紀のエネルギー情勢を形成する上で、多くの国が積
極的に動いてきた。中国とインドは、エネルギーを求めて
世界を駆け巡っている。日本は、新しいエネルギー技術の
応用で世界の最先端に立っている。核プロジェクトを開花
させた国もある。京都議定書は、スマートテクノロジー、
太陽光発電、風力タービン、クリーンコール、バイオ燃
料、その他の新分野で技術革新を推進している。分散エネ
ルギーのソリューションが世界中に行き渡り、各地の地域
社会に活力を与え、1日2、3ドルで暮らしている数十億
という人々にようやく生きるための基本サービスが届けら
れる日も近いかもしれない。

しかし、政治、環境、経済、さらには社会面でも緊急課題
を抱えたまま、世界を新たなエネルギー時代に導くには、
米国のリーダーシップが必要だ。1973年以来、7人の大
統領が就任と退任を繰り返したが、規制と省エネを通じて
エネルギーの需要を変えることも、市場への奨励策で供給
に革新を起こすことも、ほぼ口先だけに終わっている。現
在、10州余りが独創的な行政を打ち出しているが、かえっ
てエネルギー規制が複雑になり、企業の投資や開発が困難
になっている。米国は、一刻も早く国家レベルの「権威あ
る機関」を確立し、エネルギー新時代に対する政策を再構
築する必要がある。

有効な対策は、とにかく供給を増やし、需要を抑えること
だ。米国では、長きにわたって、新しいエネルギー技術や
効率化に消極的であった。市場が小さい、導入に時間がか
かる、金がかかりすぎる、といった理由である。その結果、
有効な対策はとられてこなかった。開発途上国だけでなく
富裕な先進国でも、まず、再構築には新しい技術が必要な
のだというコンセンサスを作る必要がある。さらに、各国
間に緊張があることを、各国が認めなければならない。そ
の上で何らかの国際協力を実施し、必要な政策を策定して
有効策を講じる必要がある。米国だけでなく世界各国の政
府が「化石燃料への世界的依存を減らし、このような変化
の実現を目指すために何ができるか」を考えねばならない。

エネルギーという新しい競技場では、政策が境界線を決め、
規制がルールとなり、政府当局が審判となる。そして、市
場が価格を決め、勝者と敗者も決める。即ち、市場原理で
勝ち残った技術が生き残るようなエネルギー市場を構築す
る努力が必要となる。また、この新エネルギー市場では、
化石燃料の価格は市場原理に基づき決定され、その結果、
化石燃料の節約と安定化に効果的に働きかけることが可能

となる。そして基本的には、たとえ時代とともにルールが
変わっても、審判とプレーヤーの間に試合そのものに対す
る合意を形成する必要がある。

今行動しなければ、先進国と開発途上国の両方が、経済、
政治、環境、社会面で深刻な危機に陥ることになるだろう。
従来のエネルギー資源がますます希少となり、供給をめぐ
る競争が激化するためだ。米国も、もちろん世界も、あと
30年待つことはできない。
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世界のエネルギー情勢とその背景
2005年8 〜 9月
ハリケーン・カトリーナとハリケーン・リタによって、北米の原油、天然ガス、精製エネルギー製品の生産・流通拠点が被害を受けた。

2006年1月
ロシアがウクライナへの石油供給を一時停止したため、欧州に対するエネルギー輸出の主要ルートが打撃を受け、欧州大陸の天然ガス供給の4分
の1が脅かされた。エネルギー安保に対する関心がさらに強まり、ドイツのアンジェラ・メルケル首相、イギリスのトニー・ブレア首相、フラン
スのジャック・シラク大統領、欧州委員会のジョゼ・マヌエル・バローゾ委員長が、汎欧州エネルギー戦略を求める声を上げた。

2006年2月
欧州のエネルギー会社が2件の国際買収に乗り出し、そのうち1件では多国籍エネルギー会社、もう1件では国を代表する複合企業の設立が図ら
れた。

現在
引き続き、中東の原油供給が世界の関心を集めている。原油価格は1バレル70ドルに達し、イラクの内戦に近い状況、サウジアラビアのテロ、
イランの核問題など、中東地域に様々な不安材料がある。一方、中東産油国は、代替エネルギー開発の動きにより、西欧・北米市場への輸出の安
定性に不安を感じている。

科学者は、干ばつ、洪水、変動する降水パターン、海面上昇が最貧国の発展を妨げていると確信している。気候変動は、今や疑いのない事実と認
識され、100年以内に海面が6メートルも上がる可能性がある。

世界のエネルギー情勢は、ロシアの石油・ガス産業にナショナリズムが急速に浸透しつつあること、中国とインドで国家統制下の企業が勢力を強
めていることで、複雑化が進んでいる。このような動きによって、21世紀のエネルギー市場及び世界情勢に新しい力関係が生まれている。この
力関係は、政治的影響力と市場購買力の組み合わせによって動く。これら全てが1バレル60ドル超という新しい時代の背景を構成している。

単にガソリン1ガロンにつき40セント、一世帯の冷暖房に月35ドル余計に払えば新しい時代に適応できるというのなら、それほど複雑な問題で
はない。しかし、現在、そして将来の世界のエネルギー情勢を取り巻く課題は、それよりはるかに大きく、複雑である。

例えば、以下を考えてみてほしい。

事実1
中国は、1975年の世界の石油消費国ランキングでかなり下位にあったが、2005年には2位となった。中国とインドの石油需要は、今後も急速
に増加すると思われる。2005年から2015年までに、中国の人口は7,700万人増と予測されている。インドの人口は1億5,700万人増、25年
以内に中国を追い抜くと見込まれる1。この間、石油の消費量は2倍または3倍に増えると見られ、両国とも21世紀半ばにはエネルギー需要の70
〜 80%を輸入で賄う可能性がある。

事実2
世界は「2-5-25-25」の問題に直面している。すなわち米国は、世界のエネルギー資源生産の約2%、人口の約5%を占めているが2、世界の資
源消費（石油、ガス、石炭など）では約25% 3、温室効果ガスの主な原因とされる二酸化炭素の排出量でも約25%を占める。1つの理由は、米
国の国内総生産（GDP）がずば抜けて大きいことだが（米国経済は、資源効率、技術効率ともに高い）、やはりこの数値の差は世界の格差を明確
に示している。

事実3
原油価格が1バレル70ドルになった現在でも、米国のガソリン価格は1ガロン当たり平均2ドル91セントで、世界各国の5 〜 7ドルに比べると
はるかに安い。にもかかわらず、米国民は、生活必需品に対して高い値段を払っていると感じている。そして燃費が悪く、排気ガスを撒き散らす
大きな車に乗っている。

事実4
二酸化炭素排出量のうち、化石燃料に起因するものが45%を占める（うち3分の1は自動車、半分近くが発電所、残りが建物の暖房）。残りの55%は、
動物や農業に起因する。

事実5
1日2ドル未満で生活している人は、世界に27億人4、その多くは、電気、水道、ゴミ回収など、他の地域では基本とされているサービスを受け
られずにいる。世界の貧しい人々は、西側のライフスタイル、先進国と開発途上国の間の膨大な経済格差をますます強く認識している。

事実6
エネルギー生産地の地元の住民が、エネルギー資源問題について知識を付け、資源開発に強い力を持ち始めている。地元の人々の社会運動は、テ
ロリズムの形をとることもあり、エクアドルやナイジェリアといった国々で生産を減退させている。運動団体は一般に、自国の政府を標的にする
が、生産を妨害することで、エネルギー会社の資本に圧力を加えることもある。先進国でも、地元住民が大規模なインフラ開発プロジェクトに強
い抵抗を示し始め、人知れず資源開発に大きな影響を与えている。

上記の事実を総合すると、世界のエネルギーの未来図は恐ろしいものになる。つまり、現在のようなエネルギーの消費は継続不可能であり、たと
え継続できたとしても深刻な結果を招くということだ。エネルギーを「持てる者」と「持たざる者」（「持てる者」には、必要な資源を購入できる
者が含まれる）の格差拡大は、いずれ政治、経済、環境、そして一部で言われているように社会的に存続不可能となる。

1 国連「World Population Prospects, The 2004 Revision（世界人口予測：2004年改訂）」
2 米国国勢調査局「Global Population Profile: 2002（世界の人口統計：2002年）」
3 エネルギー情報局「Annual Energy Review 2004（エネルギー年鑑2004年）」
4 世界銀行PovertyNet（www.worldbank.org/poverty）
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世界情勢を動かすエネルギー問題 − 警告は耳に
届いたのか？

世界のエネルギー情勢を考える時、もちろん原油価格だけ
が問題ではない。とはいえ、原油やガソリンの市場価格は、
消費者や企業の行動、政策担当者の考え方に大きな影響を
与える。エネルギーの価格、供給、資源に関する問題は、
過去30年にわたって、様々な形で表面化してきた（それ
よりはるか前から懸念はあった。エネルギーや石油は、最
古の時代から取引されてきた商品の1つである）。そして、
定期的とは言えないまでも、しばしばエネルギー安保に対
する認識を高めてきた。最初のきっかけは、1973年から
1974年にかけてのアラブ産油国による禁輸である。偶
然にも世界の主な消費国で経済成長がピークに達した時代
に、原油の供給に歯止めがかかったのである。

今回は、記録的な需要、あるいは需要増加のエスカレート
と同時に、エネルギーの安定供給に対する懸念が高まって
いる。以前と同様、価格高騰によってあおられた不安感は、
価格の下降と同時に落ち着く可能性が高い。しかし、エネ
ルギーをめぐる力関係を本当に理解しようとするならば、
安定供給のみに注目していてはならない。そのような姿勢
は、消費国と生産国の対峙を招く。逆に、もっと大きな構
図に目を向けてみよう。そうすれは、既にパラダイムシフ
トが起こったことに気付くはずだ。つまり、過去にはエネ
ルギーが世界情勢に左右されていたのが、今では世界情勢
がエネルギーに左右されている。この新しい世界では、世
界経済だけでなく世界政治にもエネルギーが大きな影響を
与える。21世紀の最初の10年が終わり、次の10年になっ
ても、エネルギーは世界を動かす力であり続けるだろう。

エネルギー問題に対する認識はこれまで何度も高まってき
たが、今回の周期と過去の違いは、過ちに伴うリスクの大
きさである。危険にさらされているのは、エネルギーの供
給や経済成長に留まらない。IEA（国際エネルギー機関）
は、今後30年間に世界のエネルギー産業に必要な投資額
を、未曾有の16兆ドルと予測した。しかし、危険にさら
されているものは、その金額以上だ。政治や環境、破滅的
な気候変動よりも大きい。

今日では、全てがエネルギーにかかっている。将来、世界
の人々の基本的要求を持続的に満たせるかどうかの危機で
ある。とにかくエネルギーは、様々なサービスを動かし、
あらゆる物事を動かす力なのだ。重要とされる国際政治課
題のほとんどで、エネルギーは、共通項であり、主要因で
ある。安全保障から、環境、気象変化、経済成長、経済開
発まであらゆる課題の将来、さらには保健と浄水と衛生
をめぐる国連のミレニアム開発目標が達成されるかどうか
も、エネルギーに依存している。

持続可能な未来を言葉だけでなく現実にするには、国際レ

ベル、国家レベル、そして個人レベルでのリーダーシップ
を強化する必要がある。最終的な目標は、現在のエネルギー
政策を、持続可能な技術政策に変えることだ。伝統的なエ
ネルギーの生産を増やし、効率化と省エネを促進し、代替
エネルギーの供給と需要を促進する技術の開発と導入を加
速するのである。エネルギー政策から技術政策に転換すれ
ば、教育や能力開発、高賃金労働の増加が重視されるから、
政治家や一般市民には一層魅力的である。

ただし、リーダーシップがなければ、「権威機関」とも言
える当局に問題を解決させようという大衆の意志は生まれ
てこない。現在のところ、市場も、企業も、個人も、どこ
に、どのように投資すべきかの指針を持っていない。持っ
ていたとしても、指針同士が矛盾している。米国で事業を
展開する民間企業は、複雑な州規制への適合を強いられ、
効率的で柔軟な戦略を追求できていない。市場の求める国
レベルでの堅固で安定した政策、先見性のある政策は、過
去30年以上も打ち出されていない。もはや残された時間
は、何十年ではなく、何年という単位である。

エネルギー問題に対する認識はこれまで何度も
高まってきたが、今回の周期と過去の違いは、
対応の失敗に伴うリスクの大きさである。危険
にさらされているのは、エネルギーの供給や経
済成長に留まらない。

市場を刺激し、幅広い新技術、例えば新型ハイブリッド車
（ガソリン及びディーゼル）から、省エネ家電、太陽光発電、
風力タービン、太陽冷蔵やシリコンインゴット、シリコン
ウエハー、各種のスマートテクノロジーなどの開発を促す
革新的な政策に関して、国内で、あるいは国際的に、意見
を一致させる必要がある。規則、標準規格、場合によって
は規制のほか、カーボンの価格、カーボンの制限、カーボ
ンの安定化なども、重要な役割を果たす。このような政策
を実現するには、立ちはだかる難題や犠牲に対する恐怖感
からではなく、だれもが将来への希望から積極的に動かね
ばならない。政策と技術が補いあって初めて、十分なエネ
ルギーの供給とクリーンな環境を維持しつつ、気候変動に
歯止めをかけ、地球上の全人類に快適な暮らしを約束する
ことができるだろう。

高騰するエネルギー価格をめぐる認識の高まりは、実際の
行動に結びつくのか。米国に注目してみよう。1970年
代の第1次石油ショック以来、エネルギー供給の拡大、エ
ネルギー効率の向上、環境の保護、気候変動の緩和、持続
可能な経済成長を求める声は高まった。1970年代初め、
ニクソン大統領がエネルギー消費の削減を叫び、1975年
のエネルギー政策保護法で企業平均燃費規制（CAFE）の
基準や他の規制を定めて以来、7人の大統領がエネルギー
問題を取り上げた。しかし、実際にはエネルギーの国内生
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産を奨励しただけだった。米国の影響力を考えれば、米国
のリーダーシップは特に重要である。米国政府が広範で積
極的な行動をとれば、世界経済に新しい力関係を生み出す
きっかけとなるかもしれない。すなわち、技能、知識、リソー
スが新たな時代の原動力となり、石油使用の効率化、天然
ガス消費量の増加、クリーンコール・プロセス、供給と需
要の両側に働きかける新しい再生可能エネルギー技術など
が花開く可能性がある。

ハリケーンから政治危機に至るまで一連の出来事によっ
て、エネルギーに関する世界各国の利害が明らかに一致し
つつある。エネルギー安保、環境、持続可能な経済成長と
いった課題に無関係な国はない。ついに「転機」が訪れた
のかもしれない。米国が国レベルで本格的な行動をとり、
もっと先進的な国に働きかける時が来たのだ。この転機さ
え乗り越えれば、政府も個人も、エネルギーを「石油、ガス、
石炭」以上のものと認識し、共に生活、労働、係わり合い
の形を変えていく。その結果、効率的なだけでなく、様々
な点で快適な世界が実現する。しかし、このチャンスが無
駄になる兆候もいくつか見られる。もし行動を起こさなけ
れば、従来のエネルギー供給がますます希少となり、エネ
ルギーをめぐる競争の激化によって、先進国と開発途上国
の両方が、経済、政治、環境、社会面で深刻な危機に陥る

だろう。

世界は、米国政府が行動を示すのを待っている。米国が革
新的な政策を打ち出しさえすれば、効率の向上、排気ガス
の削減、エネルギーの使用パターンの変化が実現し、結果
的に米国の経済が成長する。主なエネルギー産出国と消費
国に政治的な影響を与え、世界各地で民主化運動を促進す
る可能性もある。

しかし、これには行動が必要だというコンセンサスが必要
だ。米国民のためだけの行動ではない。国際課題における
米国のリーダーシップを各国が重視しているという点で、
世界における米国の力は大きい。「世界市民」的な考え方は、
資源、供給、公害、貧困まで、エネルギーにかかわる全て
の課題に対応する上で都合が良い。エネルギー安保や気候
変動など、政治的に立場の分かれる疑問をかきたてること
もない。米国民のほとんどは前述の課題の少なくとも1つ
は気にかけ、解決を求めているのだから、政府にとって行
動は安全であるばかりか、政治的な恩恵も伴う。どの課題
を取り上げようと必要な行動は同じだから、コンセンサス
を築くのも容易である。

20世紀終わりから21世紀初めにかけての歴史は、世界

出典：JAスタニスロー・グループ

石油埋蔵量
200億-1,000億バレル

1,000億-2,000億バレル

2,000億バレル以上

天然ガス埋蔵量
200億-1,000億バレル

1,000億-2,000億バレル

2,000億バレル以上

石炭埋蔵量の
多い場所

SCSC軸 

歴史的データ「Oil and Gas Journal（石油・ガスジャーナル）」
　　　　　　「BP Statistical Review（BP統計レビュー）」より

新しいエネルギー地図
サウジアラビア－カスピ海－シベリア－カナダ軸

図1
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がエネルギーを新たな視点でとらえるきっかけと考えるべ
きである。もちろん、従来のエネルギー資源を有効に回収
し、「新しい」技術を通じて効率的に使うことは、依然と
して必要である。石油、ガス、石炭の供給は、持続可能な
代替エネルギーの時代につながる重要な架け橋だからだ。
政府は、美辞麗句に終わらず、予算や政策の変更によって
起業家、産業界、学術界を刺激し、エネルギー効率の高い
新技術の開発、新しいエネルギーや再生可能なエネルギー
の発見、あるいはエネルギーの必要性をなくす、まったく
新しい技術の発見を促す必要がある。政策も行動も、必要
最低限の取り組みではなく、今さらどんな行動をとっても
意味がない、手遅れだという概念を打ち砕くものが望まし
い。促進や奨励の制度は、短期間で大きな変化をもたらす。
1978年に施行され、わずか5年で大きな影響を与えた米
国のCAFE基準を見ても、それは明らかである。

21世紀が進むにつれ、エネルギー問題は、国レベルの政
策でも国際レベルの政策でも、中心的な役割を果たすこと
になる。そして、世界の舞台で「エネルギーが世界情勢を
左右する」という新しい考え方を生み出す。一方、米国に
は2つの重要な機会が訪れる。1つは、持続可能な未来に
向けたレースで米国が後れをとっているという認識を覆す
機会、もう1つは、生活の向上、公害の削減、成長と雇用
の促進、技術革命の奨励という目標にコミットすることに
よって、脅威を与えるスタイルとは異なるリーダーシップ
を打ち出す機会だ。

新しいエネルギー地図

20世紀、エネルギーをめぐる世界の構図は、供給の中心
は中東とソ連、需要の中心は北米と西欧という2つの事実
に支配されていた。しかし、過去10年にわたって、重大
な変化が静かに起こってきた。供給側では、ロシアが石油
産業を復活させ、カスピ海周辺のエネルギー資源の開発に
力を入れたことで、重力の中心が北へ移動した。需要側で
は、中国とインドが主役だ。両国の急増する人口と急成長
する経済は、21世紀の世界のエネルギー情勢と国際関係
に計り知れない影響を与えるだろう。

過去15年の間、原油供給の中心地は、多かれ少なかれ、
OPEC湾岸地域の中心にあるサウジアラビアから始まり、
カスピ海へ、そこからロシアを横断してシベリアへ、そし
てカナダへ（図1）と拡大してきた。カナダは、オイルサ
ンドの形では世界最大の石油埋蔵量を誇り、1兆7,000
億バレルから2兆5,000億バレルと見積もられている（た
だし、オイルサンドは、抽出回収率の点で原油に劣る）。
カナダのオイルサンドを全て掘削し、精製するのであれ
ば、北米の石油需要は数世代にわたって満たされる。その
ほか、イラン、イラク、西アフリカ、ブラジル、ベネズエラ、

メキシコ、アルゼンチンなど、重要な供給国はある。しか
しながら、21世紀の世界情勢のエネルギーを動かすのは、
SCSC軸だ。

エネルギー市場におけるもう1つの変化を考えれば、この
新しいエネルギー軸は、さらに重要性を増す。つまり、ク
リーンな燃料であり、「伝統的な」エネルギー資源である
天然ガスは、太陽光発電、風力発電、その他の新しい再生
可能エネルギーが世界に普及するにしたがって、ますます
重要となる。天然ガスは、そもそもクリーンな燃焼が可能
だ。液化天然ガスの長距離輸送は盛んであり、クリーンコー
ル技術も進歩している。したがって、ガスと石炭は、新し
いエネルギー資源や技術の開発が進む一方で、世界経済に
重要な存在となるだろう。21世紀の天然ガスと石油の供
給は、SCSC軸と同様のルート（周辺部分に多少の違いは
あるが）にあるため、この軸はさらに重要となる。

21世紀の世界情勢のエネルギーを動かすのは、
サウジアラビア−カスピ海−シベリア−カナダ
を結ぶSCSC軸だ。

かつては「石油」が勝負を決めていた。それが「石油と天
然ガス」になり、いずれは「天然ガスと石油」となって、
次のパラダイムシフトが起こることになるだろう。

当面は需要が世界を動かす − 中国とインドの驚
異の需要

21世紀のエネルギー市場を構成する要因のうち、最も重
要なのは、おそらく中国とインドの驚異的な需要だろう。
30年前の中国は、軍事目的でわずかな石油を消費し、民
間の使用量は数字に表れない程度だった。それが2004年
には、1日あたり700万バレルに近くなり、米国に次いで
世界2位の消費国となった5。今後の石油需要の伸びは、7.5
〜 8%から10 〜 15%という非常に高いレベルまで、様々
に予測されている。実際、2004年には、世界の製品と原
材料の需要増の3分の1から2分の1は、中国によってもた
らされており、次の10年に向かってその状況は、ますま
す顕著になると見られる。

エネルギーの備蓄や供給をめぐる競争は、需要の爆発に
よって激化しつつある。1997年、北京で開かれた世界石
油会議で、中国は、石油・ガス資源の不足を強調し、経済
の急成長を支えるエネルギーを世界中から買い付ける意志
を明らかした。その後10年、中国とインドは、それを実
行した。すなわち、供給を確保するためにカザフスタン、
アゼルバイジャンから、ロシア、中東、スーダン、西アフ
リカ、ラテンアメリカに至るまで、世界中を駆け巡った

5 エネルギー情報局「Country Analysis Briefs: China（国別分析報告：中国）」
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（図2）。2004年12月、中国の温家宝首相とベネズエラ
のウーゴ・チャベス大統領は合意文書に署名し、ベネズエ
ラが中国に石油を供給する一方、中国がベネズエラ国内で
油田を運営、あるいは精製施設に投資することが認められ
た。さらに中国は、オイルサンドをめぐって複数のカナダ
企業と協議を重ねている。インド企業も同様に積極的だ。
インドと中国の間では、石油と天然ガスの資源探査に関す
る議定書も結ばれた。

こうして新しい需要が伸びる一方、昔ながらの需要がな
くなるわけではない。日本は、石油・ガス需要の90 〜
95%を輸入に頼っている。韓国、ブラジル、米国の需要
も伸びている。実は、需要が供給を脅かす21世紀最大の
要因となる可能性があるのだが、これについては後述する。

ロシアの位置付け − OPEC、サウジアラビア、
ロシアの関係

ロシアの石油産出量の着実な増加も、過去10年における
重大な変化だ。ロシアは、一時的ながら産油量で世界トッ
プに立ち、その後もサウジアラビアとトップを争っている。
ロシアはOPEC（石油輸出国機構）に加盟せず、トップを
争うサウジアラビアの影響下にないことも重要である。主
要産出国の力関係、そしてOPECと各国の力関係は、決定
的とは言えないにしろ、今後、かなり重要となるだろう。
問題は、どの国がエネルギーを生かして政治的立場を強
めようとするかである。ロシアは明らかに、エネルギー問
題を国際関係で利用しようとしている。しかし、世界のエ

ネルギー情勢におけるサウジアラビアの役割も無視できな
い。サウジの膨大な資源は、常に主要消費国に提供される
のが当然と見られているが、慎重に対処していかなければ、
そうならないかもしれない。経済的、政治的な「市場」の
変化が、サウジの供給を受ける国を変える可能性もある。
ロシアは、新しい役割、おそらくは現在より政治的にも経
済的にも重要な役割を果たすことになるだろう。それは、
ロシアが石油埋蔵量で世界第4位に立つだけでなく、天然
ガスの埋蔵量と生産量でもトップに立っているからであ
る。ロシアの2005年の天然ガス生産量は、22兆6,000
億立方トンと見積もられている6。天然ガスは、将来の持
続可能なエネルギーの時代に向けた架け橋である。それゆ
えロシアは「エネルギーが世界情勢を左右する」21世紀
の舞台で中心に立つのである。

ロシアは現在、世界第2位の石油輸出国であり、欧州が消
費する天然ガスの4分の1以上を供給する。すでに、本格
的なエネルギー超大国である。2005年、米国に対するロ
シアの石油輸出量は、1日あたり約19万3,000バレルに
達したが、これ以上増えないとは思われない。この巨大な
国は、11の時間帯があるほど東西に広い。将来は、西シ
ベリアから北極圏を回って北米の東海岸へ（中東の石油を
米国に運ぶよりも直線的なルートでコストも安い）、ある
いは東シベリアから太平洋西側地域の日本、韓国、中国へ、
太平洋東側地域では米国の西海岸へと、石油やガスを輸出
できるようになる。恐ろしいほどの展望だが、近い将来に
実現するだろう。

6 ロシア経済開発貿易省が2005年9月に発表した年間生産予測

出典：JAスタニスロー・グループ
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　図2
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ロシアの東西軸戦略

1990年代末以来、ロシアは、「東西軸戦略」を追求して
きた。すなわち、欧州、特にドイツとフランスとの関係を
改善する一方、中国、日本、韓国との結び付きを強めてき
た。ロシアは最近、韓国、中国、インドと、石油とガスを
めぐる議定書に調印した。米国とロシアの協力関係は、エ
ネルギー対談を通じて前進してきたが、最近は停滞してい
る。米国との対話が活発だった時ですら、ロシアは、東西
軸戦略、あるいは国境を接する国との通商関係から目をそ
らさなかった。米国は、ロシアの東西軸戦略を慎重に見守
り、ロシア政府に対して2つの三角形から成る協力関係を
築くよう働きかけてきた。1つは、ロシア、中国、日本、
あるいは日米をつなぐ三角形、もう1つは、ロシア、欧州、
米国をつなぐ三角形である（図3）。この2つの三角形がど
のように変わるのか、そして、競争、協力、対立のいずれ
が行動の原動力となるのかに今後の課題がある。

SCSC軸の地理的配置を見ると、東西ともにロシアのすぐ
隣の国がエネルギー資源を欠いている。これらの国は最も
近い輸出市場であり、ロシアにもそれらの国にも、経済的
に大きな利益がある。ロシアが市場での影響力をどこまで
行使するつもりかは、今年（2006年）、明らかになった。
ガス輸出価格をめぐるウクライナとの駆け引きや、一部の
東欧諸国に対する一連のガス供給停止は、ロシアの意志を
如実に示している。

ロシアの天然ガス戦略は、周到である。ロシア政府は今後、
パイプライン網を中国とアジアに拡大するだろう。最近、
シベリア東部から長距離パイプラインを引く計画に中国と

合意した（実現はしていない）が、これも戦略を象徴して
いる。また、従来の西向きルートも拡張すべく、新しいバ
ルト海横断北部欧州ガス・パイプラインや他の小規模なプ
ロジェクトを検討中だ。これらは全て、雪だるま式に拡大
するロシアのエネルギー戦略の一環であり、エネルギー中
心の世界情勢を動かしている。

世界のエネルギー産業は、すでにどの国よりもロシアに注
目しているが、今後数年間、ロシア政府が市場影響力と政
治影響力を拡大すれば、この傾向は強まるばかりだろう。
石油とガスは、政治経済の表舞台でロシアに力を与える道
具となっている。

2005年、天然ガス分野の国有独占企業、ガスプロム
は、石油及びガスを手がける国内主要企業、シブネフチの
72.7%株式を131億ドルで買収した（ロシアの買収金額
では史上最高）。さらに、国有石油会社のロスネフチは、
ユコスの創設者、ミハイル・ホドルコフスキー氏が懲役実
刑を科されてユコスが経営難に陥ると、資産の大半を買収
した。ロシアのエネルギー産業における国有企業の台頭は、
これらの買収でさらに強まった。また昨年（2005年）、
ロシアは、石油事業の許認可協議における入札をロシア企
業に限定すると提案した。21世紀、国内の石油産業とガ
ス産業を支配するロシアは、エネルギー資源をめぐる仲裁
人にも、裁定取引人にもなりうる。

ロシアのように歴史の浅い国が、石油やガス資源への支配
力を強めて隣国との関係に利用しようとするのは、驚くに
値しない。民主主義の構築、さらなるグローバル化、通商
市場の開放を目指す国際社会の大半は好まない戦略かもし

西側への対応

西

アジア太平洋市場の構築

東

米国 日本／米国

ロシア

EU／ドイツ 中国

結果：エネルギーの相互牽制という新しい
　　 「冷戦」メンタリティか、市場の再構築か？

出典：JAスタニスロー・グループ

ロシアと2つの三角形
競争か、協力か、はたまた対立か?

　図3
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れないが、天然資源を豊富に有するロシアが、この資産を
利用して世界的影響力を発揮するのは避けがたいことであ
る。

ロシアはこれまで、新興市場に参入し、そこで政治影響力
を強めることによって、グローバル化の過程で優位に立つ
という、巧みな動きを見せてきた。しかし、今後は慎重に
行動する必要がある。政府が過度に介入すれば、外国企業
は投資から手を引くか、ロシアからのエネルギー輸入をや
め、結局、ロシアの石油・ガス産業が生産能力をフルに生
かせなくなる。すでにロシアと西側諸国で互いに警戒心が
強まり、独自の戦略が作り出されている。この緊張を解く
には、双方が対等の立場で協議に参加し、対等の努力を講
じる政策が必要となる。目標は共同構築だ。さもなければ、
恐怖から冷戦時代の「相互牽制」という概念を新しい形で
復活させる危険がある。

忍び寄るナショナリズム

ナショナリズムは、他の場所でも生じつつある。スペイン
の電力会社エンデサに関して、スペインのガス大手ガス・
ナチュラルが提示していた買収案に対抗し、ドイツ・エー
オンが買収案を提示したが、この買収が成立すれば、欧
州最大の汎大陸エネルギー会社がさらに拡大する可能性
がある。その直後、フランスの電力・水道グループである
スエズに関して、イタリアの電力会社エネルが買収を示唆

したが、フランスのガス公社がスエズの戦略的合併へと動
いた。規制当局の承認を経て完了すれば、フランスに国
家的なエネルギーの支配企業が誕生する。7米国では、政
府が2つの国際買収に圧力をかけた。中国海洋石油総公司

（CNOOC）による米国のユノカル買収と、ドバイ・ポーツ・
ワールドによるイギリスのP&O買収（米国の6港湾の管
理権をアラブ企業に渡す）だ。最終的に、ユノカルは米国
のシェブロンに買収され、ドバイ・ポーツはP&O買収で
手にした米港湾管理権を米国企業に売却した。ベネズエラ
では、イタリアのエネル社とフランスのトタルが保有して
いた石油事業許可が接収された。ベネズエラの石油権益を
増やすべく策定された新しい条件に2社が応じなかったた
めだ。同様の資源ナショナリズムは、ボリビア、ペルーな
ど、各地でその兆候を見せている。

一連の出来事や傾向は、世界のエネルギー市場における大
きな変化を示している（図4）。すなわち、中国とインド
の需要拡大により、力の均衡が消費国から生産国に移りつ
つあるのだ。これにより、生産国と消費国の国有エネルギー
企業、または国が支配するエネルギー企業が強大な力を発
揮する新しい土俵が生まれる可能性がある。1950年代の
石油産業では、このような「国と国」の構造が支配的だっ
た。しかし、ひょっとすると現代の支配力のほうが強いか
もしれない。
グローバル化が進んだ現在では、昔と違って、国境を越え
る取引や買収がいくらでも可能だ。国を代表する企業が国

民主化推進運動
•米国がイラク（軍事的）および中東の他の地域
　（外交的）で進めている政策

•石油資源を豊富に抱えるロシア以南の旧ソ連
　諸国で起こっている民主化運動

•ベネズエラの民主主義に対する米国の姿勢

「反民主主義」または反グローバル化の力
•西洋化や自由解放に対するイスラム主義者の
　抵抗

•反グローバル化の運動

•ベネズエラ、ボリビア、ペルーのナショナリズム

石油およびガス市場への影響
•主要産油国と主要消費国の国有企業または国がコントロールする
　企業が、エネルギーをめぐる取引や交渉で力を行使し始めている

•新しい消費大国（中国とインド）が、エネルギー資源確保にあたって国
　家の介入を利用している

出典：JAスタニスロー・グループ

新しい現実
民主化運動とエネルギー

　図4

7 ドイツのエーオンによるエンデサ買収については、スペイン政府が反対の立場を打ち出し、2007年4月上旬時点で、エーオンはエンデサの買収を断念。
現在エンデサの大株主となっているスペインの建設大手アクシオナ及びイタリアのエネルから、エンデサの一部事業を取得することで合意。アクシオ
ナとエネルは、今後エンデサの持ち株比率を増やし、買収に至る可能性が高いと見られてる。また、フランスのスエズとガス公社の合併は、2006年
11月に欧州委員会が承認。現在は、合併及び民営化に向けた計画が進行中。
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8 国際エネルギー機関「Energy Policies of IEA Countries - 2004 Review（IEA加盟国のエネルギー政策：2004年）」

際的取引に臨む場合は、政府が大きな政治影響力を発揮し
て支援する。影響力を数値化するのは難しいが、世界のエ
ネルギー企業は、この力を十分に認識している。国が支配
する企業の膨大な購買力は、市場での立場をさらに強化す
る。これが、新たな力と市場の構造だ。

1バレル60ドル超に秘められたメッセージ

2004年末、原油価格が1バレル30 〜 40ドルに達する
と、世界には経済を案じる声が高まった。IEAは、石油供
給の停止や価格ショックに備え、緊急に「需要抑制」政策
が必要だと訴えた8。その政策は、大気汚染が悪化した都
市で、緊急に汚染レベルを下げるために導入された政策に
似ていた。公共交通機関、在宅勤務、車の乗り合いの奨励、
そして自動車の速度制限の引き下げだ。2005年7月にグ
レンイーグルズで開かれたサミットでは、クリーンエネル
ギー、持続可能な開発、気候変動などに関して、同様の対
策を推奨する政治行動計画にG8首脳が調印した。

原油価格は、過去1年を通じて1バレル60ドル強を推移
し、最近、70ドルの大台を破った。しかし、エネルギー
価格が高騰し、経済を案じる声が高まり、消費者が不満を
訴えても、今のところ世界経済は崩壊していない。需要は
減速しながらも成長を続けており、相変わらず堅調だ。さ
らにOPECは、目標価格として60ドルを標準にするとい
う警告を発した。しかし、市場の現実はOPECの手中から
決断権を奪おうとしている。生産国が運転席に座ってはい
るものの、実際には運転しない、つまり市場が行き先を決
めるという特異な状況である。

現在の原油高値に「秘められたメッセージ」のなかには、
石油、ガス、石炭の新しい供給軸に関係したものもある。
これらは根本的な変化でありながら、あまり話題に上がる
こともなく進行している。

◦SCSC軸に含まれる国、サウジアラビア、イラン、イラ
ク、カザフスタン、カナダ、そして特にロシアが、世界
の舞台で重要な役割を担うことが可能となる。

◦新しい需要の中心地である中国とインドをはじめとする
新興市場は、SCSC供給軸に沿って集中している。

◦世界のエネルギー産業における有力企業が変わりつつあ
る。主な消費国、特に中国とインドの企業は、国の政治
や国家介入の結果により、高い競争力を持つ可能性があ
る。これが、新しい「力と市場」である。

◦今後の大きな課題は、安全保障の捉え方が複雑になるこ
とである。1970年代は、物理的な安定供給が問題だっ

たが、今では、政治、環境、インフラ、さらにはテロリ
ズムの意味での安全保障、持続可能な開発や気候変動ま
でが安全保障の対象となる。

◦エネルギー産業における人的資本が、ロシア、中国、イ
ンドに集中しつつある。これらの国では、毎年数千人と
いうエンジニアやその他の熟練労働者が技能訓練を受け
ているが、西側諸国では数が減少しつつある。

◦環境意識が世界各地で高まっている。そして、環境にや
さしいとされる需要と供給の技術、すなわち風力、太陽、
クリーンコール技術などの開発は、地理的に特定の地域
に集中しているわけではない。

◦「民主主義の広まり」とその形態が、産油国と消費国の
姿勢に影響し、今後、両者がどのようにかかわりあって
いくかを左右することになる。

このようなメッセージが生じるのは、世界が今も石油に依
存しているからである。世界のエネルギーにおける石油の
割合は、過去30年にわたって減少してきた。しかし、石油、
ガス、石炭は、今でも社会のエネルギーの基盤であり、今
後数十年たっても変わらないだろう。環境保護活動家はこ
れが問題だとよく指摘するが、実際には、石油を基盤とし
た今の経済から、新しい再生可能なエネルギーを基盤とし
た将来の経済に向けて、橋渡しをする石油・ガス埋蔵量が
あるのは幸運なことだ。世界に残された従来のエネルギー
資源は、未来を支える新技術を考案し、開発し、応用する
時間を買う通貨である。しかし、5年以内に行動をとらな
ければ、このエネルギー資源も尽き、移行の橋渡しが不可
能となってしまう。

世界の石油埋蔵量が実際にどれだけあるのか、またピーク
をすでに過ぎたのかどうかについては、様々な議論がある。
しかし、重要なのは、すでに発見されている資源を掘削し、
産出できるかどうかだ。現在掘削中の油田だけでなく、す
でに掘削された油田に対しても最新技術を駆使すれば、利
用可能な資源は大幅に増やせる。また、イラン、サウジア
ラビア、クウェート、メキシコなどでは、民間企業の操業
が難しく、資源開発に問題が残っている。これらの国が外
国資本抜きに独自に資源開発できるのか、あるいは、外国
投資家が許容できる程度の事業環境、リスク環境を生み出
せるのかどうかは、まだ不透明である。

人的資本の所在が勢力図を変える − 何よりも重
要な資源は人

西側諸国、特に米国にとって最も重要なメッセージは、人
的資本の減少と高齢化だ。人的資本の減少と高齢化が進め
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ば、最終的に技術とノウハウにおける競争力が落ちる。現
在、埋蔵された石油やガスを発見・開発・抽出する技術は、
米国とカナダが握っている。西側企業は、これまでその技
術をSCSC軸にも応用してきたが、労働者が高齢化し、引
退するにつれ、操業知識における優位性を失いつつある。
しかも、穴を埋める人材はなかなか見つからない。西側の
労働者が、新興の資源地域で働くのを好まないためだ。結
果として、人材を求める企業は、石油産業の労働者を育成
している国に目を向けざるをえない。理由は簡単だ。ロシ
ア、中国、インド、カザフスタンでは、若い世代に石油業
界での就職を積極的に奨励している。例えば、ロシアのグ
ブキン工科大学では、計8,000人の学生が石油関連の学
問分野で学び、毎年1,500人の学生が入学する。イギリ
スと米国で同分野を専攻する学生（留学生を除く）を合計
しても、この数にはまったく及ばない。これが、従来のエ
ネルギーに関する技術ノウハウに転換をもたらしている。

しかし、米国のノウハウ及び人的資本の衰退は、従来のエ
ネルギー資源にとどまらない。例えば、原子力再興の動き
は、欧州北東部からアジアへの軸に沿って起こっている。
新しい、あるいは再生可能エネルギーの分野では、欧州市
場の成長が最も著しい。京都議定書への調印後、政府が
義務付けや補助金といった対策を積極的に講じているため
だ。原油から、原子力、燃料電池に至るまでの幅広い分野
において、技術、応用、ノウハウ、そして人的資本の中心
地は、ますます米国以外で発展しつつある。近い将来、新
しい代替技術は、従来の資源と同様、国際的に取引される
商品となるだろう。しかし、新しいエネルギー商品は、従
来資源と違って地理に縛られることがない。

米国のノウハウ及び人的資本の衰退は、石油や
ガスといった従来型のエネルギー資源にとどま
らない。

インドでは、エネルギー分野で国が奨学金を出し、科学、
工学、技術の研究を奨励している。中国も同様だ。米国も
1960年代の「宇宙開発レース」時代には、同様の制度を
実施していた。この制度を復活させ、通常エネルギー及び
代替エネルギー資源の技術に適切に応用すれば、「月面探
査レース」の時のような精神を鼓舞し、急速な技術進化を
実現し、技術の学問分野におけるプライドを育むことがで
きるだろう。

民主化運動とエネルギーの現実

資源軸の変化、そして環境的・社会的に持続可能な経済開
発を求める声の高まりは、ともに世界のエネルギー情勢の
抜本的変化を示している。しかし、「イラク効果」や世界
の民主化運動は、情勢を複雑にしている。ウクライナ、イ
ラク、レバノン、キルギス共和国で生じた多彩な民主化運
動は、それを象徴している。これに加え、グローバル化や
市場自由化を推進する動き、それに反対する勢力もある。
イラクには根強い反乱軍の動きがあり、イランは挑戦的な
核開発を続け、ベネズエラのチャベス大統領は自国の経済
開発や対米エネルギー関係で威嚇的な態度を見せている。
ナイジェリアやエクアドルといった国では、地元の団体が
グローバル化に抵抗している。中国やインドは、エネルギー
資源の確保に対して積極的になるばかりだ。このような要

起こり得る結果
国または地域レベルの問題
•中東地域の民主化

•ロシアの石油産業の復興

•急成長する中国とインドの人口
　および経済

•天然ガスをめぐる懸念―欧州お
　よびロシア

•ベネズエラ、ボリビア、ペルー
　のナショナリズム

新しいグローバルな力
•資源軸の変化

•持続可能な開発を求める声

•「イラク効果」の影響

•民主化、自由解放、反グローバ
　ル化、高まるナショナリズム

•エネルギー供給をめぐる競争

•これらの力によって作り出され
　た国際的緊張

•国家間の協力が活発化する

•主要消費国の間に新たな緊張
　が生まれ、他の地域にも飛び
　火または影響する可能性があ
　る

出典：JAスタニスロー・グループ

新しい国際社会の力関係
世界のエネルギー市場を動かす力

　図5
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素が新しい国際関係に加わって、各国間に緊張が生まれて
いる。従来のエネルギーの供給をめぐる競争が激化すれば、
この緊張がさらに高まるかもしれない（図5）。

「民主主義」という言葉は、政治的な意味で受け取られる
ことが多いが、もっと広い意味合いもある。政治的な権力
に加え、平等、自己決定、独立などの問題も含む言葉なの
だ。人が望み、必要とする基本サービスの提供を技術が実
現するのであれば、技術すら、民主主義という枠組みで語
ることができよう。例えば、中央管理型のエネルギーシス
テムと分散型のエネルギーシステムを考えてみよう。民主
主義が確立していない多くの地域では、人口の大多数が、
政府が中央で管理するエネルギー供給に依存する。新しい
分散型のエネルギー技術、すなわち太陽光発電、風力発電、
バイオマスなどのニッチ技術は、中央の国営発電施設に対
する政府の支配力を弱め、国民に必要なサービスを直接も
たらす。エネルギーシステムが、時代につれて「スマート」
な方向に進めば進むほど、民主主義は開花し、少なくとも
危険にさらされずに済む。

民主主義の拡大を全面的に前向きな動きと考えることは容
易であるが、民主主義の導入に際しては、多くの困難を伴
う。いまだに、反民主勢力は世界各地で力を振るっている。
9・11テロ、その後のイラク戦争で、中東情勢は新たな
局面を迎えている。個人も、団体も、政府も、民主主義の
普及、市場の自由化、西側政府による押し付けに反対して
いる。ラテンアメリカでは、ベネズエラやペルー、ボリビ
アなど、かつては民主的に選挙を行っていた国が、市場の
力を制止し、国家権力や独裁政治に向かっている。これま
で独走状態だった西側の多国籍企業は、中国、インド、そ
の他のアジア諸国の企業との競争を余儀なくされている。
世界の市場を動かす力の構図は、今や転換期である。

民主主義の拡大を全面的に前向きな動きと考え
ることは容易であるが、民主主義の導入に際し
ては、多くの困難を伴う。いまだに、反民主勢
力は世界各地で力を振るっている。

ラテンアメリカが市場を嫌う理由の1つは、1980 〜
1990年代の改革運動で社会に不安定や格差が生じ、回
復に苦労したからだ。このような状況の中での最大の疑問
は、エネルギーの供給をめぐる熾烈な競争が見越まれるな
かで、民主化、自由貿易、グローバル化がどこまで進めら
れるかだ。中国やインドなど、主なエネルギー企業が国有
化されている国が、需要の増大に対応する資源を手に入れ
る上で、民主化、自由貿易、グローバル化を考慮するか。
反対勢力の影響で一部の国に見られた後退現象が、一時的、
あるいは永久的に生じるか。

民主化運動は、ロシアの南、中国の西にあるカスピ海周辺

の国々（カザフスタン、アゼルバイジャン、トルクメニス
タン、イラン）で特に活発だ。これらの国は、エネルギー
の主要生産国と主要消費国の間に立ち、地域と世界を安定
させる上で、中心的とも言える重要な役割を果たしている。
政府の形態こそ独裁主義的だが、内政的には2つの圧力が
ある。民主化支持派からの圧力、そして自由解放反対派か
らの圧力だ。したがって結局、民主主義は不安定要因とし
て作用しかねない。今のところ、エネルギー供給をめぐる
競争は本質的に経済の問題であるが、人口と需要が増大す
るにつれ、結果として生じる緊張は政治色を帯びる可能性
がある。

エネルギーの中心地が変化したことで、基本的に民主化運
動に関係する疑問がいくつも浮かび上がる。

◦東西の消費国は、自国の資源ニーズを踏まえ、民主化に
消極的な政府にどう反応するのか。資源の統制を維持し
ようとする生産国の傾向に、どのような策を講じるのか

（例えば、アゼルバイジャンやカザフスタンとの現在の
関係）。

◦民主化を進めつつ、選挙で西側の要求を受け入れない政
府を立てる生産国に対し、西側の消費国はどのように反
応するのか（ボリビアとベネズエラは、この件のリトマ
ス試験紙である）。

◦あまり民主的でない生産国に、民主的な国の政府はどう
反応するか。西側諸国は、ベラルーシでの不公正な選挙
に対し、経済制裁を発動した。しかし、石油の豊富なア
ゼルバイジャンの不公正な選挙は、やんわりと非難した
だけだった。同様に示唆的な疑問がもう1つある。パレ
スチナで公正な選挙が行われた際、西側諸国はハマスへ
の援助を停止した。カスピ海諸国の非民主的な政権が同
様の制裁を受けないのはなぜか。

エネルギーの再構築に必要な新しい技術 − 供給
と需要の綱引き

21世紀のエネルギーに関し、最大の課題は、“世界の一部
にしか行き渡らない化石燃料ベースの経済から脱却し、化
石燃料を基礎としつつ、持続可能で環境にやさしい技術の
導入によって全ての人の福祉を高める経済に移行するに
は、どうするのか”である。現時点では、代替エネルギー、
新技術、あるいは従来のサービスを提供する新しい方法に
ついて、コンセンサスはない。

有効な対策を講じるには、供給を増やし、需要を抑える必
要がある。新しいエネルギー技術や効率化は、市場が小さ
い、導入に時間がかかる、金がかかる、といった理由で、
長年にわたって軽視されてきた。その結果、有効な対策は
とられてこなかった。開発途上国だけでなく富裕な先進国
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でも、まず、再構築には新しい技術が必要なのだというコ
ンセンサスを作る必要がある。さらに、各国間に緊張があ
ることを、各国が認めなければならない。その上で何らか
の国際協力を実施し、必要な政策を策定して有効策を講じ
る必要がある。米国だけでなく世界各国の政府が「化石燃
料への世界的依存を減らし、このような変化の実現を目指
すために何ができるか」を考えねばならない。

無頓着でいられる時代は終わった。今こそ迅速な行動が必
要だ。市場、政策、教育の力を、一貫して継続的に支援す
る必要がある。

供給側のアプローチ

従来のエネルギーの供給について必要な政策は、動機は大
きく異なるものの、1970年代のIEA設立当時のものとほ
ぼ等しい。

◦新たな探査活動や新技術の導入を通じて、石油とガスの
国内供給源を増やす。

◦既存及び新しく開発中の油田・ガス田における回収率を
高める。

◦供給国との間に協力的な関係を構築する。

◦供給源を、地理的にも燃料のタイプ的にも多様化する。

◦石油、そして場合によってはガスも備蓄し、供給が途絶
える事態に備える。

　そしてIEAの基本原則でも、以下が最も重要である。

◦省エネに対して、より幅広く新しい視野を持ち、犠牲と
見なすのではなく、エネルギー使用の効率を高めるチャ
ンスととらえる。具体的には、高い燃料経済基準を設定
する、ディーゼルのように効率が高い燃料、E85（エ
タノール85%、ガソリン15%の混合燃料）のようにク
リーンに燃焼する燃料を用いる、といった手段がある。

現代の政策には、学生にエネルギー分野の学問を奨励する、
青少年に科学や技術工学に対する全般的な興味を持たせる
など、教育面での取り組みも必要だ。教育ニーズに終わり
はない。エネルギーのあらゆる面について一般市民を啓蒙
することも大切である。

これらの政策を全て継続し、成功させるには、積極的な実
践を心がけ、基本となる技術を重視する必要がある。従来
のエネルギー産業では、既に新しい強力なデジタルツール
を使い、古い油田やガス田からの回収率を高めたり、新し
い地域で油田・ガス田を探索したりしている。既存の油田

から石油が掘削されれば、新たなグリーンフィールド開発
で環境問題が起きる可能性が減る。また、石炭ガス化など
のクリーンコール・プロセスをはじめ、既存燃料の新しい
使用方法も、すでにいくつか実用化された。それらは二酸
化炭素貯留のコンセプトに基づいている。二酸化炭素を地
表、地下、海底に長期間蓄積すれば、大気中の増加を食い
止め、減らすことができるというものだ。これらの技術を
無視してはならない。石炭は入手できる最も安価な燃料で
ある。

原子力発電は、供給増大と効率向上を実現する既存の技術
である。東欧、フィンランド、フランス、中国、南アフリ
カでは、原子力が再び脚光を浴び、新しい発電施設が開発
されている。原子力発電の安全性は、ペブルベッドなどの
技術進歩で高まった。とはいえ、消費者の認識を変え、原
子力発電技術を広く普及させるには、様々な政策で奨励す
る必要がある。もちろん奨励策だけでは足りない。核物資
の貯蔵や核拡散をめぐる微妙な問題、北朝鮮やイランの開
発で悪化した核拡散への恐怖にも、対処する必要がある。

代替エネルギー供給の技術は、太陽光発電、風力発電、バ
イオマス、バイオ燃料、水素燃料電池、分散エネルギーな
ど、すでに多数が実用化されている。当面、エネルギー需
要のわずか3 〜 5%を占めるにすぎないが、軽視すべきで
はない。いずれ、エネルギー供給の10 〜 15%を構成し、
相当な量のエネルギーとなる可能性がある（図6）。そう
なれば、石油・ガス市場の競争が緩和され、環境や気候変
動の目標に近づき、付加的なサービスを提供したり、今は
サービスを受けられずにいる人にサービスを提供できたり
するかもしれない。原油価格の高騰に象徴される市場の緊
張が、政治的対立を招くレベルに拡大するのではなく、逆
に緩和または鎮静化するかもしれない。

自動車燃料でのエタノール使用はどうか。バイオマスを基
本とした燃料は、安定供給、農業、技術、雇用、環境な
ど、複数の分野の問題解決に非常に有利だ。ブラジルなど
の低コスト生産国がエタノールを生かせば、グローバル化
のきっかけにもなる。このようなニッチ技術を適切に使用
すれば、米国の農業地帯であるアイオワ州やカンザス州か
ら、インドなどの世界各地に、戦略的、経済的可能性が生
まれる。

米国から見た需要側のとるべきアプローチ − 最
大の供給源となる可能性

1970年代の米国を振り返ると、最大の「石油発見」はデ
トロイトで起こった。自動車の燃料効率が高まり、車の性
能を落とすことなく、排気量と燃費が削減されたのだ。5
年後、石油は1日あたり200 〜 300万バレルも節約され
た。エネルギー政策では、石油、ガス、石炭の供給拡大に
注目するあまり、需要側の要因や新しい使用技術を無視し
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てはいけない。需要側の政策をバランス良く加えるだけで
なく、効率化、革新的な省エネ、新しい需要パターンなど
に政策を大きく傾けることこそ、画期的な取り組みと言え
よう。需要は、今後数年のエネルギー市場を左右する最大
の要因である。「新しいエネルギーを開発しつつ、需要の
伸びを抑え、世界の石油・ガス消費量を減らすにはどうす
るか」という問題に、一刻も早く答えを見つけなければな
らない。

その答えは、税制優遇や奨励策を通じて、「スマート」家電、
ハイブリッド車など、すでに存在するエネルギー効率化技
術を積極的に推進すること、そして政策的な手段によって
高度な新技術、世界を変える可能性のある「変化」の技術
の開発を促すことである。消費におけるパラダイムシフト
は、大々的な政策を用いなくても達成できる。米国民が冬
の室内温度設定を華氏2度下げれば、米国の天然ガス需要
は年間5 〜 10億立方フィート減少し、液化天然ガスの受
取に必要な施設が1つ減る。米国民が夏の室内温度設定を
同様に上げれば、さらに効果的である。

既存の技術でも、エネルギー効率を高め、需要を減らすこ
とはできる。米国では珍しいディーゼル車は、ガソリン車
より平均20 〜 30%燃料効率が高い。マニュアル車を増
やすといった単純なことでも、効率は5 〜 10%高まる。
ちょっとした行動の変化からも、大きな違いが生まれる。
人間の行動は変えるのが難しいが、地方自治体のリサイク
ル制度が成功しているのを見れば、新しい制度が必ずしも

自己犠牲を強いるものではないと人々に納得させ、人々の
行動を変えることも可能であることがわかる。

消費におけるパラダイムシフトは、大々的な政
策を用いなくても達成できる。

建設的な変化は、企業側でも可能だ。米国の電球メーカー、
オスラム・シルバニアはかつて、新型蛍光灯の工場のため
の資金調達、建設、従業員の雇用に「犠牲」を払った。し
かし、その犠牲のおかげで雇用が創出され、従来の電球よ
り省エネの製品を供給できるようになった。しかもその後
の25年で、同社の製品「オクトロン®T8」が節約したエ
ネルギーは、ニューヨーク市の全5区を4年間賄える量に
達した9。また、最近発表されたフランスの研究は、非使
用時に自動的に電源を切る「スマート」家電が普及すれば、
国中の家電の待機電力を節約でき、フランスの原子力発電
所を1つ減らせると結論づけている。

30年前、ニクソン大統領は初めてエネルギー需要削減の
必要性を説き、その後の7人の大統領もそれに続いた。節
約だけでなく、新技術開発などの需要側の努力を通じて需
要を減らし、結果的に依存状態を解消すべきだと訴えたの
だ。しかしその後、国レベルではほとんど進歩がなかっ
た。1974年から2005年の間に、米国の全自動車の平
均CAFE基準は、1ガロンあたり12.9マイルから25.2マ
イルに上がった。大きな進歩に聞こえるかもしれないが、

9 オスラム・シルバニアのプレスリリース、2006年2月7日付「EPA recognizes OSRAM SYLVANIA（EPAがオスラム・シルバニアを称賛）」
10 米国運輸省全米高速道路交通安全局

現　在 将　来
再生可能資源がより大きな割合を
占めるようになる

石油
34.8%

ガス
21.1%

石炭
23.5%

原子
力 6
.8%

再生可能資源
13.8%

すべての化石燃料
+ 原子力 すべての

再生可能資源可燃再生可能
資源および
廃棄物
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%

将来の市場の担い手
その他 0.5％：
海洋波 0.004％
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太　陽 0.039%
地　熱 0.442%

出典：JAスタニスロー・グループ

世界のエネルギー構成
全エネルギー

　図6
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実際には、1981年に平均25マイル前後に達し、以来同
じ水準が続いて要る10。ニクソン大統領と後のカーター大
統領は、確かに重要なメッセージを残したが、結果として
有効な政策は実践されなかった。
米国では、連邦レベルよりも州レベルでの進歩が目覚まし
い。カリフォルニア州は、長年にわたり、連邦基準よりも
はるかに厳しい燃料基準を課している。「ゼロ・エミッショ
ン車」制度などの進歩的な政策も導入している。ペンシル
ベニア州も、消費者に小売りする電気の一部を、太陽、風力、
水力、地熱、バイオマス、その他の「需要側管理資源」といっ
た代替資源でまかなうことを義務付ける州法を採択した。
そのほか10州（多くは東西の海岸地域）が、炭素排気量、
自動車の燃料基準、気候変動、再生可能エネルギーへの投
資に取り組んでいる。確かに、州が率先して連邦政策の実
験台となることが合理的な分野もあるが、エネルギーは違
う。あまりにも長い時間が無駄になる。連邦政府がぐずぐ
ずしている間、企業は両手を縛られる。まちまちな各州の
規制に準拠するために、効率的で柔軟性の高い計画を立て
にくくなるからだ。州政府は、エネルギー分野で革新的な
政策を策定し、規制環境を整えるだけでなく、州の実績を
生かして国レベルの基準を迅速に確立するよう、連邦政府
に強く働きかけていくべきである。

連邦政府がこのほど発表した変更案では、SUV、ミニバ
ン、ピックアップトラックのためのCAFE基準を1ガロン
あたり21.6マイルから24マイルに引き上げ、最も大型
のSUVにも初めてこの基準が適用された。正しい方向へ
の前進ではあるが、需要を目に見えるほど削減するには至
らない（レクサスの新しいハイブリッドSUVは、すでに
この基準を上回っている）。政府の方針や政策は、エネル
ギーの安定供給に終始せず、持続可能な開発、国民のニー
ズを満たすという基本的な目標、需要削減を通じて価格圧
力をなくすなど、幅広い議論に目を向けなければならない。
とにかく積極的にメッセージを発信し、基準を強力に推進
することが重要だ。現在の行動のスピードは遅すぎる。

暖房、冷房、輸送機関、冷蔵など、エネルギーに依存する
サービスで、現在一般的に使われている技術は、最良の技
術と比べて10%、20%、時には30%も燃料効率が悪い。
さらにその最良の技術も、将来の実用化が期待される技術
よりは10 〜 20%劣る。比較的わずかなパーセンテージ
だが、大きな違いになる可能性がある。例えば、自動車の
燃費を15%高めれば、米国がベネズエラから石油を輸入
する必要はなくなる。今日のエネルギー情勢には、市場主
体の方法を見つけられる可能性がある。最新技術が実用化
されると同時に、その導入を後押しし、普及技術にすばや
く育て上げる。それによって、少し前に最新技術とされて
いた技術に代わる改良技術を求める動きも刺激される。規
制や政策上の奨励策は、このドミノ現象を起こす上で非常
に有効である。

新技術に関わる需要側の取り組みの第一歩は、技術の進歩
に恐怖や動揺を感じるという「アレルギー反応」を止める
ことである。個人や企業に参加を求めることも難しい。省
エネは自己犠牲を伴うという考えは、今も根強い。しかし、
自分の車の燃費が1ガロンあたり5 〜 6マイル上がること
が犠牲だろうか。暖房の温度設定を下げて光熱費を安くす
ると同時に、公害を減らし、地球温暖化防止に好影響を与
えるのが犠牲だろうか。人の行動を変えるという壁は、学
校教育や市民対話など、教育や啓蒙によって部分的に乗り
越えられる。省エネは単なる自己犠牲ではなく、国民の生
活水準を向上させる前向きなものと、定義しなおせばよい。
雇用創出から、新技術の開発と生産、エネルギー購入コス
トの引き下げ、エネルギー使用による汚染の減少、エネル
ギーの効率的な生産と消費によって生じるその他の利益ま
で、省エネの概念を大きく広げて再定義することである。
行動を変える人が十分な数になれば、少なくとも価格圧力
が減少し、実際に価格が下落するかもしれない。

犠牲ではなく、進歩である。昨年のハリケーン・シーズン
を米国の消費者に覚えていてもらうために、経済・政治・
社会的にどのような動機が必要か、考えてみよう。昨年の
ハリケーンは、1つか2つの局所的な出来事が、世界のエ
ネルギー産業の微妙なバランスを崩すことを実証した。ハ
リケーンだけでなく、天然ガスの供給をめぐるロシアとウ
クライナの攻防などを常に覚えおけば、必ずや前向きな意
思決定が下される。しかし、果たして「正しい」決断が下
されるだろうか。人々の記憶は薄れ、経験も忘れられるの
だろうか。正しい決断には、個人、企業、政府による行動
の変化が必要であり、その変化は、価格と規制と政策が補
いあわない限り浸透しない。

この問題は、米国にとって特に重要である。先進経済国と
して、米国は環境面や社会面でのリーダーシップを示さな
ければならない。中国は、新しい再生可能エネルギーの使
用を増やすと同時に、燃料経済基準を導入する計画を打ち
出した。2005年のハリケーンの打撃のほかに、米国政府
が自動車の燃費向上やガソリン税の増額、ハイブリッド車
の奨励といった幅広い方策に向かう動機があるだろうか。

これまで、長きにわたって行動が欠けていた。持続可能な
社会に楽観的な人は解決策が簡単ですぐに実行できると言
い、悲観的な人々は自分を現実主義者とした上で、解決が
不可能に近いと言う。「現実主義」という言葉は、エネルギー
政策と技術に関するかぎり、従来のエネルギー、革新的な
省エネ、将来を変えていく技術をまとめて定義しなおす必
要がある。さもなければ、行動の欠如は続くだろう。これ
までの30年のように、エネルギー供給の問題を議論する
ばかりで、需要と技術の問題を積極的に解決する行動を示
さないまま、これからの30年を過ごす余裕はない。これ
は米国だけでなく、世界全体に当てはまる。
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エネルギー価格の高騰は、今後も続く。地球温暖化は、最
終的な影響については議論が続くものの、すでに現実と
なっている。望みうる最善のシナリオは、積極的な行動を
通じて流れを減速させることだ。それには、個人、企業、
政府、そしてNGOでも、考え方を改める必要がある。消
費者は、増額される米国のガソリン税であれ、電気の本当
の市場価格であれ、自分たちが使うエネルギーの本当の対
価を支払う必要がある。政治家は、エネルギー税制と規制
に関して、幅広い支持を集められないかもしれない政策で
も、進んで主張しなければならない。社会の平等や低所得
者への影響を懸念するのは正しい。しかし、それらの懸念
は、別の方法で解決が可能だ。劇的な提案に聞こえるが、
世界のエネルギー情勢の現実に直面しようとすれば、まさ
に劇的な展開が必要なのである。

エネルギー政策から技術政策への転換

省エネ、効率化、供給の分散、技術開発の基本理念は、何
十年も前から知られ、応用されている。しかし、1980年
代、1990年代を通じてエネルギーコストが安かったこ
とから、実践はあまり強調されず、忘れ去られてきた。そ
の結果、石油中心の社会や政策が一般的となった。一致団
結して従来のエネルギーの供給を管理していこうとするな
ら、様々な規模のエネルギー生産に対応する新技術に加え、
新しいエネルギー資源、再生可能エネルギー資源も積極的
に追求しなければならない。さらに、以下のように新しい
エネルギー技術政策も促進する必要がある。

◦画期的な非化石燃料エネルギー技術の開発及び商用化を
奨励する。

◦新しいエネルギー技術及び新しい効率基準の導入を促進
することによって、需要のパターンを変化させる。

◦化石燃料エネルギーが生産しているのと同じ最終製品、
最終サービスを生産する画期的な代替生産方法を発見す
る。

◦化石燃料に対する価格付け、制限、安定化を図る。

このような政策を不十分だ、冗談だと馬鹿にしてはならな
い。自動車の燃料にもっとエタノールを使えば、ガソリン
の需要は5%減る。ガソリン精製施設1つ分の量だ。しか
し、世界が、新しいエネルギー、再生可能なエネルギーの
開発を目標と認められない限り、どんな政策も失敗に終わ
るだけだ。代替エネルギー技術は、しばしば発展途上国の
ソリューションだとか、僻地や遠隔地など、中央システム
によるサービス提供のコストが高くつきすぎる場所でサー
ビスを提供するための経済的なソリューションだとか思わ
れている。しかし、代替エネルギー技術が発展途上国の多
数のニッチ市場に対応することに注目してほしい。持続可

能な社会は、発展途上国には都合が良いが、先進国では不
可能だと考える人がいるとすれば、持続可能な社会はいつ
までもはるかな目標であり、化石燃料エネルギーの使用も、
価格と資源をめぐる対立も永遠に続くだろう。しかし、持
続可能な社会が広く支持され、政策もそれを実現する技術
を重視するようになれば、進歩は急速に進む。

最近の技術は、特に新興市場に導入すると「飛躍的な」効
果を上げる。発展途上地域が、旧い技術の代わりに最新の
技術、すなわち資源効率がきわめて高く、西側諸国でもま
だ導入されていない技術を導入すれば、先進国のように技
術の進化過程をたどるのではなく、何世代も先の技術に飛
ぶことが可能だ。例えば、中国は、固定電話回線普及の段
階を飛び越えて、直接、携帯電話に向かっている。このよ
うな飛び越しによって1世代か2世代先回りできる最新技
術は、ほとんどの消費財に存在する。

技術に重点を置けば、成長が刺激され、環境に好影響を及
ぼすばかりか、教育面の進歩を促し、新しい技能を身につ
け、利益を得る意欲をかきたてる。中国は最近、今後10
年で1860億ドルを新しいエネルギーや再生可能エネル
ギーに投資すると発表した。これは強い力だ。しかし、も
う1つ、中国の強い力は、太陽電池システムの最新施設を
建築しようとする新世代の起業家たちである。先見の明を
持つ起業家は、新しいエネルギーパラダイムのための新し
い技術を作り出そうとしている。必要な能力を持ち、低コ
ストで技術やノウハウを手に入れることもできる。彼らの
動機は多くの起業家と同様、金儲け（運が良ければ、西側
の株式市場に上場すること）である。しかし、彼らがグロー
バル化の素晴らしい例であることには変わりない。

最善の策は、新しい技術が生まれ、進歩し、花
開く環境を作ることである。

1つの技術が全てのソリューションになることはない。必
要なのは、様々な市場、あるいは需要と供給の両方にかか
わる多数の技術である。各国は、大きな目標を見据えつつ、
自国の社会的、経済的ニーズに合った政策や優先事項を決
める必要がある。しかし、どのような国でも、コンセンサ
スは以下の2つの現実に基づく必要がある（図7）。

1.人的にも技術的にも、非化石燃料ベースの持続可能な経
済に移行するには、2世代かそれ以上の時間がかかる。

2.その間、世界経済は、化石燃料を主な燃料源として使い
続ける。

エネルギーではなく技術に重点を置くことで、新しい「産
業革命」が起こるかもしれない。ペンシルベニア州では、
新しいエネルギー技術を後押しする政策で、最も独創的な
手腕を見せ、労働者の再教育や、最初の産業革命が最も影
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響した分野における雇用増と成長を導いている。エネル
ギー技術は、環境に有益であるほか、物理的に地域サービ
スを提供するため、アウトソースされることもない。
エネルギーに対する新しい心構えや政策を作る場合、技術
が独立し、自己決定的力を持つものであることを覚えてお
く必要がある。一部の代替エネルギー技術は、社会を塗り
替えることになるが、どの技術がそうなるかを、前もって
選ぶことはできない。最善の策は、新しい技術が生まれ、
進歩し、花開く環境を作ることである。

エネルギー及び技術政策に関する日本の独特な
アプローチ

日本は、独特の姿勢でエネルギー政策を打ち出してきた。
エネルギー政策というよりも、技術政策に近いかもしれな
い。これは、先進国にとってモデルとなる。日本政府は、
エネルギー技術の改良と大規模な導入という2点を目標に
掲げ、資金面で強力に支援してきた。

重点技術の1つが、太陽電池だ。1990年代半ば以来、日
本政府は、数十億ドルという資金を、太陽光発電関係の研
究、開発、実証、導入プロジェクトに投じてきた。この結果、
日本は、太陽光発電の生産（世界市場シェアの約60%）
と導入（ピーク出力2ギガワット近く）で世界トップに立っ
ている。生産と導入における日本の優位は、一般家庭向け
の電力価格が高く、太陽光発電導入のコストが低いことに
支えられて、今後も続くだろう。日本政府は、2030年ま
でに一般家庭用電力供給の少なくとも50%を太陽光発電
にすること、ピーク出力100ギガワットを達成すること

を目標に掲げている。これは、日本の電力生産の10%に
当たる量であり、現在の1%未満からの大きな増加だ。

もう1つ、日本が重点を置く技術は、燃料電池である。政
府は、年間3億ドル以上を投じて、自動車、住宅、家電
製品への燃料電池導入を推進している。政府の目標は、
2010年までにハイブリッド燃料電池車の販売台数を5万
台、2020年までに500万台にすること、今後15年にわ
たって年平均50%近い成長率を達成することと、非常に
積極的だ。政府は、今後1年間で、一般家庭に燃料電池コ
ジェネレーション・システム400個を導入する計画も支
援している。経済産業省では、2010年までに、国内全域
の一般家庭に計120万個のコジェネレーション・システ
ムを導入し、計1.2ギガワットの分散発電に到達すること
を目指している。これだけでも感心に値するが、2030年
目標の大規模な導入計画の中では、「ほんの始まり」と見
なされている。

他国と比べて非常に積極的な日本の姿勢は、極端に高い輸
入依存度（世界最大のエネルギー輸入国である）、高いエ
ネルギー価格（OECD諸国で平均エネルギー価格が最も
高い）、そして工業技術産業によって支えられている。
日本の姿勢は、独特なばかりでなく、影響力も大きい。日
本のエネルギー市場は、政府が太陽光発電や固定式燃料電
池、ハイブリッド燃料電池車を大規模に導入すれば、劇的
に再編されるだろう。そして、ニッポン株式会社は間違い
なく、国内市場の域を出て、技術の輸出に向かうだろう。
この傾向はすでに、米国のハイブリッド自動車市場におけ
る日本車シェアの圧倒的な高さや、欧州における日本製太
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陽光発電パネルの需要に表れている。数多くの業界リー
ダーや政治指導者をはじめ、世界のほとんどが、現在のエ
ネルギー問題を解決する技術ソリューションに興味を持っ
ており、日本は、世界のエネルギー情勢に大きな影響を与
える可能性を持ったエネルギー技術の導入を、積極的に推
進している。

エネルギー地図の未来の形成にあたって

従来のエネルギー資源を追い求めれば、資源競争の激化の
問題が必ず生じる。消費国は、競合国を押しのけても、エ
ネルギー供給国と良好な関係を築こうとするだろう。民主
化運動は試練にさらされることになる。

インドと中国は、力と市場の両方を備えている。両国の強
大な国有企業は、掘削権の交渉で極めて強い影響力を行使
できる。市場では賢く立ち回り、必要な供給を確保するに
は高い値段も厭わない。強大な2国は、エネルギー供給機
会の追求に関する議定書を結ぶという、将来を見越した策
も講じてきた。この議定書が効果を発揮するかどうかはま
だわからないが、競争激化が必至の状況において、独創的
で大胆な試みであるには間違いない。この2国は、積極的
に未来を形成しつつある。他国は、慣れない力に対処する
方法を学ぶ必要があるだろう。例えば、米国は、中国やイ
ンドに対し、より強力なリーダーシップをとろうとするか
もしれない。現在試みている原子力開発だけではなく、技
術、市場、そして需要面の協力においてもである。

上記は、企業と国のどちらのレベルでも、革新的なソリュー
ションである。このようなソリューションがなければ、従
来のエネルギーの供給が減少し、新しいエネルギー技術の
開発が進む中、みんなが必要な資源を得ることはできない。
石油、ガス、石炭をめぐる政策と、新しい再生可能エネル
ギーをめぐる政策の間のバランスは、国レベルでも国際レ
ベルでも保たれねばならない。未来は、状況や他の要因に
よって受動的に形成されるのではなく、産業、国家、社会
が形づくるものだ。真に持続可能な社会を達成するには、
従来の枠にとらわれない発想で、既存のエネルギー供給を
有効利用するための政策や、必要なサービスを新しい方法
で提供する技術を考えねばならない。世界は、こうした発
想を軽視したまま、すでに1世代以上の時を無駄にしてき
た。次の1世代を無駄にできる余裕はない。人的資本と技
術を通じて、世界経済を石油、ガス、石炭から自立させる
には、2世代が必要なのだ。

現状を生み出しているのは、化石燃料に対する中毒状態で
ある。惰性を打ち砕くには、「権威ある機関」が必要だ。
つまり、現行のシステムから離れ、何か違うものを試して
みなければならないという、国際レベル、国レベル、地域
レベルのコンセンサスである。大々的な変化は、短期的に
も、恐らく20年以内にも起こらないだろう。達成可能な

レベルについては、期待しすぎないことだ。期待しすぎれ
ば、悲観や諦念を招く。しかし、持続可能な社会の目標は、
早計でも仮説でもない。従来のエネルギーの使用を徐々に
減らし、新技術の開発と導入を促進することを、明確に打
ち出し、認識を促さねばならない。そうすれば、長期的な
移行が本格的に始まるだろう。

化石燃料は、少なくとも今後20 〜 30年の世界経済にとっ
ては、重大な要素となる。化石燃料の使用は、世界情勢へ
の影響を持ち続ける。ロシアが力と市場を利用して、特に
ガスをめぐる駆け引きで、政治力を行使してくるためだ。
エネルギー問題は、国際関係を複雑化する。遠隔地域にお
けるエネルギーの需要が、ロシアと欧州、ロシアとアジア、
アジアと南アメリカ全域にわたって拡大するガス・パイプ
ラインの網の目によって、満たされるようになるためだ。

しかし、現状がこのまま続き、世界のエネルギー需要が今
後も通常資源によって満たされ続けるのであれば、1バレ
ル70ドルという価格は、2035年には非常に安く見える
ようになるだろう。未来への踏み石として既存の資源を有
効活用することを、これ以上遅らせるわけにはいかない。
30年前の最初のエネルギー危機と現在の危機の大きな違
いは、新しい再生可能技術を開発しようとする一致団結し
た努力が見られない点だ。今後、各国間の緊張はさらに高
まるだろう（図8）。反対に、もしも政府が、企業の積極
的な技術開発を促すような市場状況を作り出せば、石油、
ガス、石炭は30年後も（比較的）安価に推移しているか
もしれない。政策担当者は、国際、国、地域レベルで、新
しいエネルギーのフィールドを作り出す必要がある。ここ
では、政策がフィールドの境界線を決めるものとなり、規
制がルールとなり、そして国の当局が審判となる。このゲー
ムでは、価格を決めるのは市場、勝者と敗者を決めるのも
市場である。ここで重要なのは、たとえ時代の経過ととも
にルールは変わるとしても、ゲームそのものに対する合意
が、審判とプレーヤーの間で形成されなければならないと
いう点である。

同様に、力と市場の時代において重要な点として、国家間
協力がきわめて緊密化しなければならないことが挙げられ
る。生産国と消費国、ナショナリズム経済圏と自由市場、
そしてエネルギーのニーズと環境懸念を結び付ける経済的
なつながりを、確立する必要がある。そうすることにより、
協力は活発化し、より安定した持続可能な国際状況が作り
出されるだろう。国際エネルギー消費と協力の問題を考え
る時、問うべきことは、誰が競争に勝つかではなく、個々
のプレーヤーが抱える様々なニーズをどうすれば市場に取
り込めるか、近年広まりつつある協力関係をどうすれば奨
励していけるかである。我々が共通の目標として掲げるべ
きは、市場が力を発揮できるフィールドを形成することで
ある。すなわち、国や産業や技術が競うための様々な運用
規則とガイドラインを作成することである。最終的に行き
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着く論理は単純だ。生産国には需要の安定が必要であり、
消費国には供給の安定が必要である。そして、この2つの
ニーズをかみ合わせるうえで、政府によって適切に支えら
れた市場の役割が、非常に重要である。

従来のエネルギーの供給と増加する需要は、短
期的には価格の高騰で調節される。

近年、エネルギー分野での政治協力が活発となったおかげ
で、民間企業が主導する有望なプロジェクトが生まれてい
る。イギリスのBP、アゼルバイジャン共和国の国有石油
会社、米国のユノカル、ノルウェーのスタットオイルが請
け負ったバクーとジェイハンを結ぶ石油パイプラインは、
カスピ海の石油生産地からトルコ・ジェイハンの輸出施設
を経由して、欧州とそれ以遠の需要を結んでいる。ロシア・
サハリンの膨大な天然ガスを、日本のほか、中国、場合に
よっては米国西海岸まで輸出するという将来的な計画もあ
る。この2つのプロジェクトでは、政府介入だけでなく、
市場のない供給源には価値がないという現実が、協力の追
い風となっている。

同様の協力関係は、代替エネルギーのプロジェクトにもあ
る。合同技術開発の重要な一例として挙げられるのが、米
国・EU非核エネルギー協力協定に盛り込まれた燃料電池
に関する付加条項だ。この付加条項により、米国のエネル
ギー省は、EUの機関と合同で研究を進めることができる
ようになった。代替燃料源として水素の使用を拡大するう
えで、重要なステップだ。

従来のエネルギーの供給と増加する需要は、短期的には価
格の高騰で調節される。現在の高値は新技術の開発を後押
ししているが、エネルギーを「持たざる者」に利益をもた
らすことは、少なくとも短期的にはない。したがって西側
諸国は、「責任を負担」することになる。ソリューション
の開発において、恐怖を動機にすることはできる。しかし、
優れた地球市民になるほうが、魅力的な動機である。現状
は、道理に勝利させ、道理にかなった方法で前進するチャ
ンスを与えてくれている。これは、ボトムアップでは実現
しない。権威ある機関による優先化、つまりトップダウン
の力が、「有人月面着陸レース」に通じる精神や展望と相
まって作用しなければならない。

米国が世界のエネルギーの25%を消費している現在、世
界に変化をもたらす役目は、この世界最大の国の肩にか
かっている。税制を通じてガソリン価格を少しずつ上げて
いくといった、単純で最終的には小さな方策を考えてみる
といい。もしも米国政府が、一定期間にわたって毎月1回
ガソリン税を引き上げるようなプログラム（1カ月あたり
の上げ幅は議論の必要があるが）を制度化すれば、需要に
大きな違いが生じる。その違いは、経済を破滅させたり破
壊したりすることはないが、行動や態度に必要な変化をも
たらすには十分だろう。このような方策を講じることによ
り、米国はリーダーシップを発揮し、なぜ米国は断固とし
た行動をとらないのかと懸念する声に対して、応えること
ができる。

米国は、恐怖の政策（中東とロシアのエネルギー供給に対
する依存から来ている）を、協力と努力の政策に変える努
力が必要である。このチャンスをつかみ損ねれば、現在の

持続可能な開発

包括的なエネルギー政策

環境バランス

新しいエネルギー技術

公平な資源配分

地球温暖化

グローバル化

人口増加

経済の崩壊

エネルギーの無秩序状態

人間が住める場所の喪失

石油戦争

資源枯渇

取り返しのつかないダメージ

分裂

飢饉

2006年 2035年

今、正しい問いを投げかけなければ… 次の世代が、もっと難しい問いに
直面することになる。

出典：JAスタニスロー・グループ

時間との競争

　図8
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エネルギー情勢は、世界中が米国を過剰消費国と見なすこ
とによって、さらに悪化し、政治的ダメージも招く可能性
が大きい。米国の需要パターンを変える政策が制度化され
れば、エネルギー効率と省エネは推進され、経済が成長・
繁栄できるようになる。これを実践しないのであれば、米
国は、他の需要大国との対立状況に陥るリスクを抱える。
米国の政治構造や経済は、自国のための利益ならば理解を
示すが、米国が変わるだけでなく世界の変化をも牽引する
ことこそが、米国にとっての利益なのである。

将来を形作るには、様々な新技術が必要だ。それには、バッ
クミンスター・フラーが考案した、建物の設計や科学を生
活の向上に生かしていく方法から、E・F・シューマッハー
が唱えた、最終的な使用目的に合った小さな技術開発を目
指す「適正技術」までが含まれる。20世紀の間、エネル
ギーの世界構図では、供給と需要の中心地に関して中央化
が進んだ。21世紀は、調和のとれた大規模なソリューショ
ンとともに、分散エネルギーに代表される分散化された小
さなソリューションを持つ世界経済を構築することが、カ
ギになるだろう。

個人、地域社会、国、エネルギーの中心地が、より良い未
来が築ける時代に入った。全ての人が、1970年代の安定
の遺産を忘れ、新たな安定を再定義していくべき時だ。そ
の手段として非難や脅迫を用いるのではなく、誰もが満足
できる21世紀のためのチャンスを創造していかなければ
ならない。正しい方向に向けた重要なステップとなるのは、
西側諸国がしばしば見せてきた説教じみた口調を捨て、他
の国に何をすべきか命令するのではなく、互恵的な未来と
は何かを定義し、協力関係を築いていくことだ。

21世紀のエネルギー産業は、技術と効率、そして単純な
節約が一緒になって、ダイナミックな新世界を作っていく
物語となる。決して、犠牲の物語ではない。需要と技術の
世の中では、全ての国が役割を果たし、サービスや快適さ
を犠牲にしないまま、効率化、省エネ、教育、雇用創出を
導いていくことができる。この新しいグローバル社会は、
今日すでに現実となっているが、課題に直面している。グ
ローバル化はこれまで常に、局部的な関心のみを集めるト
ピックとなってきた。エネルギー産業、特に石油とガスに
おいても、同じことが言える。

安定とは外国からの供給確保だけを指すのではない。安定
は、自国から始まる。多くの消費地域に見られる重大な課
題の1つが、パイプラインを建設せずに、液化天然ガスの
受取施設及び再ガス化設備の建設に必要な許可を取得して
いることだ。これは、「バナナ原則」（Build Absolutely 
Nothing Anywhere Near Anything＝「自分たちの近
くでは、とにかく何も作らせない」という反対運動の態度）
が生きている最大の証拠だ。この傾向は非常に強まってお
り、米国の少なくとも東西海岸地域では、エネルギー供給

に関するあらゆる形態のいかなるものも建設できないよう
な状況が生まれている。どこかの時点で、権威ある機関や
政府機関が介入して意思決定し、一部のグループには嫌わ
れながらも、必要なエネルギー供給を確保していかなけれ
ばならないだろう。なぜなら、エネルギー供給源というの
は、必ず反対者がいるものだからである（唯一の例外はお
そらく、個人住宅の屋根に設置するエネルギー源、つまり
太陽電池だろう）。

安定とは外国からの供給確保だけを指すのでは
ない。安定は、自国から始まる。

21世紀のエネルギーをめぐる課題は、地域の選挙民を、
前進に必要な同等のパートナーとしていくことにある。こ
れはつまり、資源豊富な国で、その資源がもたらす富の分
配に関して、しばしば正当な不満を抱えている土着の人々
の懸念に対処していくことを意味する。しかし同様に、大
きな消費国でも、バナナ原則によってくじかれることな
く、重要な意思決定を下し、地域社会の支持を得た新しい
供給システムを導入していくことについて、具体的なスケ
ジュールを伴った新しい計画を策定していかなければなら
ない。問題のプロジェクトが、精製施設か原子力発電所か、
太陽光発電ファームか風力発電ファームかにかかわらず、
これは全てに当てはまることである。

1つ確実なことは、エネルギーが21世紀の政治問題とな
ることだ。世界市場と世界政治においてエネルギーが果た
す大きな役割は、最終的には、次のような要因に集約され
る。人口分布の変化、供給と需要における新たな中心地の
登場、貧富の差の拡大、温室効果ガスの排気に対する各国
の姿勢、グローバル化と民主化をめぐる緊張、経済成長の
継続、今世紀に枯渇することがない化石燃料の存在などだ。
これらの要因は、21世紀の均衡に向けて、産業や経済を
形作る根本的な力となるだろう。しかし、これらの力に対
する世界全体の反応、また各国の反応は、個人の生活や国
の文化、そして世界の政治を形作っていく。ますます重要
性を高める現在の世界状況を個々のプレーヤーがどう眺め
ているかは、時として大きく異なる。にもかかわらず、中
心目標がより良い世界を作ることであるという点では、誰
もが合意できるだろう。国や産業や個人の間にあるハード
ルを乗り越えるために必要なのは、どうすべきかを互いに
命令し合うのではなく、協力的な姿勢でともに取り組んで
いくという、単純なことにすぎない。
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